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老振発第０３３１００７号 

平成１８年３月３１日 

最終改正 老振発０６２０第１号 

平成２８年６月２０日 

 

各都道府県介護保険主幹部（局）長 殿 

 

厚生労働省老健局振興課長 

 

「介護サービス情報の公表」制度の施行について 

 

介護保険法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第７７号。）が平成１７年６

月２９日に公布され、介護保険法等の一部を改正する法律等の施行について（平成１

８年３月３１日老発第０３３１０１４号厚生労働省老健局長通知）により改正の趣旨

及び内容について通知されたことを踏まえ、今般、「介護サービス情報の公表」制度

の具体的な内容について別紙のとおり通知することとしたので、御了知の上、適正な

事務処理を図られたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の

規定に基づく技術的助言として発出するものである。 
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別紙 

 

Ⅰ 「介護サービス情報の公表」制度の趣旨 

介護保険制度は、介護サービスを利用しようとする者（以下「利用者」という。）

が自ら介護サービス事業者（介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１５条の３５第１項に規定する「介護サービス事業者」をいう。以下

「事業者」という。）を選択し、利用者と事業者とが契約し、サービスを利用又は

提供する制度である。 

しかしながら、利用者は要介護者等であり、利用しようとする介護サービスの情

報の入手において、事業者と実質的に対等な関係を構築することが困難な場合があ

る。利用者が適切なサービスを利用できない場合、その心身の機能が低下するおそ

れなどが考えられることから、利用者に対して、事業者に関する情報を適切に提供

する環境整備が望まれる。 

また、事業者においては、自らが提供する介護サービスの内容や運営状況等に関

して、利用者による適切な評価が行われ、より良い事業者が適切に選択されること

が望まれることから、各事業者の情報を公平に提供する環境整備が望まれる。 

介護保険制度は、このように、利用者本位による利用者のニーズにあったより適

切な事業者選択を通じたサービスの質の向上が図られることを基本理念とする制

度である。 

「介護サービス情報の公表」制度は、このような、利用者の権利擁護、サービス

の質の向上等に資する情報提供の環境整備を図るため、法第１１５条の３５第１項

の規定に基づいて、事業者に対し、「介護サービス情報」（介護サービスの内容及び
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運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要

介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公

表されることが必要なもの）の公表を義務付けるものである。 

 

Ⅱ 実施体制の整備 

「介護サービス情報の公表」制度は、法に基づく都道府県の自治事務であり、都

道府県知事は、都道府県内の本制度の対象となる事業者（以下「公表対象事業者」

という。）が報告する介護サービス情報の受理、調査、情報の公表等の事務を適確

に行う体制を整備する必要がある。 

当該事務は、都道府県知事が自ら行うほか、当該事務の効率的かつ円滑な実施に

資するため、都道府県知事が法第１１５条の３６第１項の規定に基づく指定調査機

関及び法第１１５条の４２第１項の規定に基づく指定情報公表センター（以下「指

定調査機関等」という。）を指定して行うことができることとされている。都道府

県知事が、当該指定調査機関等の指定を行うに当たっては、法令の規定に基づくと

ともに、次の点に留意して適切に実施されたい。 

また、指定調査機関が行う公表対象事業所の調査の実施に当たっては、法第１１

５条の３７の規定に基づく要件を備える者のうちから選任して実施する必要があ

るので、法令の規定に基づくとともに、次の点に留意して適切に実施されたい。 

 

１ 指定情報公表センター 

（１）基本的考え方 

都道府県知事が行う指定情報公表センターの指定については、情報公表事務
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（法第１１５条の４２第１項に規定する情報公表事務をいう。以下同じ。）が、

各都道府県において一元的に行われる必要があることを踏まえると、各都道府

県に１か所を指定することが適当と考えられる。 

また、指定情報公表センターが行う情報公表事務は、都道府県知事の自治事

務について、都道府県知事の指定を受けて行うものであること等を踏まえ、当

該事務の実施に当たっては、公正かつ適確な情報公表事務の実施等に留意する

とともに、特に、特定の事業者に偏ることのない中立・公正な情報公表事務が

実施される必要がある。 

 

（２）指定を受ける法人の中立性・公平性の確保 

指定情報公表センターの指定を受けようとする法人の審査に当たっては、介

護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）第３７

条の１１の規定に基づき準用する政令第３７条の３第３号及び介護保険法施

行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）第１４０条の

５０第２項の規定を踏まえ、法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は職員

の構成が、情報公表事務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものである

ことを確認する必要がある。 

具体的には、当該法人の構成員として、介護サービスを現に提供する事業者

の役員等が多くを占めるために、情報公表事務の実施に当たり、特定の公表対

象事業者の意思が影響を及ぼすことがないかといった観点から、次のような事

項の確認、必要な措置を講ずべき旨の指導等を行うことが適当である。 

ア 指定を受ける法人の役員構成等の確認 



5 

 

指定情報公表センターの指定を受ける法人の役員、法人の種類に応じた構

成員又は職員の構成について、介護サービスを現に提供する事業者の役員、

役員であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び３親等以内

の親族（以下「情報公表事務の利害関係者」という。）が、当該法人の役員、

法人の種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を超えて含まれてい

ないこと。 

 

イ 代替的措置を講ずべき旨の指導 

アにより難い場合は、情報公表事務の利害関係者以外で、情報公表事務に

関する知識を有し、公正・中立性を確保できる者で構成され、情報公表事務

の内容を実質的に決定することができる委員会等を組織することが必要で

あること。当該委員会等は、情報公表事務の実施に当たっての監事としての

役割を担うものであることから、法人の組織内において、独立性・自己完結

性の高い組織とすることが必要であること。 

 

ウ その他の留意点 

アの要件は確保されているものの、当該法人の会員等として、介護サービ

スを現に提供する事業者及び情報公表事務の利害関係者が２分の１以上参

加している場合は、イの委員会等を組織して、情報公表事務の公正・中立性

を確保することが望ましいこと。 

 

２ 指定調査機関 
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（１）基本的考え方 

都道府県知事が指定調査機関の指定を行うに当たっては、調査事務（法第１

１５条の３６第１項に規定する調査事務をいう。以下同じ。）が効率的かつ適

確に行われるよう、適切に必要数を見込み指定を行う必要がある。 

また、指定調査機関が行う調査事務は、都道府県知事の自治事務について、

都道府県知事の指定を受けて行うものであること等を踏まえ、当該事務の実施

に当たっては、公正かつ適確な調査事務の実施等に留意するとともに、特に、

特定の事業者に偏ることのない中立・公正な調査事務が実施される必要がある。 

 

（２）指定を受ける法人の中立性・公平性の確保 

指定調査機関の指定を受けようとする法人の審査に当たっては、政令第３７

条の３第３号及び省令第１４０条の５０第２項の規定を踏まえ、法人の役員、

法人の種類に応じた構成員又は職員の構成が、調査事務の公正な実施に支障を

及ぼすおそれがないものであることを確認する必要がある。 

具体的には、当該法人の構成員として、当該法人が調査を行おうとする介護

サービス（以下「調査対象サービス」という。）を現に提供する事業者の役員

等が多くを占めるために、調査事務の実施に当たり、特定の公表対象事業者の

意思が影響を及ぼすことがないかといった観点から、次のような事項の確認、

必要な措置を講ずべき旨の指導等を行うことが適当である。 

 

ア 指定を受ける法人の役員構成等の確認 

指定調査機関の指定を受ける法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は
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職員の構成について、調査対象サービスを現に提供する事業者の役員、役員

であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び３親等以内の親

族（以下「調査事務の利害関係者」という。）が、当該法人の役員、法人の

種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を超えて含まれていないこ

と。 

 

イ 代替的措置を講ずべき旨の指導 

アにより難い場合は、調査事務の利害関係者以外で、調査事務に関する知

識を有し、公正・中立性を確保できる者で構成され、調査事務の内容を実質

的に決定することができる委員会等を組織することが必要であること。当該

委員会等は、調査事務の実施に当たっての監事としての役割を担うものであ

ることから、法人の組織内において、独立性・自己完結性の高い組織とする

ことが必要であること。 

 

ウ その他の留意点 

アの要件は確保されているものの、当該法人の会員等として、調査対象サ

ービスを現に提供する事業者及び調査事務の利害関係者が２分の１以上参

加している場合は、イの委員会等を組織して、調査事務の公正・中立性を確

保することが望ましいこと。 

 

３ 調査員 

（１）調査員の確保 
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都道府県は、介護サービスの種類ごとの公表対象事業所数、都道府県自らの

調査実施体制、省令第１４０条の４７の２に規定する都道府県知事が定めた調

査の実施に関する指針（以下「調査指針」という。）等を踏まえ、必要な調査

員数を適切に見込み、必要数を計画的に養成し確保する必要がある。 

調査員は、政令第３７条の７第１項に規定されるとおり、都道府県知事又は

その指定する者が省令第１４０条の５５の規定に基づいて行う研修（以下「調

査員養成研修」という。）の課程を修了し、都道府県知事が作成する調査員名

簿に登録される必要がある。当該名簿には、調査員養成研修修了者の氏名、住

所及び調査員養成研修の受講の開始年月日及び修了年月日を記載するものと

する。また、当該登録は、１つの介護サービスの種類に係る研修の課程を修了

することをもって行うものとし、他の介護サービスの種類ごとの研修の課程を

修了するごとに、当該登録内容の追加変更を行うものとする。 

 

（２）調査員養成研修課程に関する取扱 

介護サービスの種類ごとに行う調査員養成研修において、調査員養成研修を

修了した介護サービスが属する次の区分に属する他の介護サービスについて

は、調査員養成研修のすべての課程を修了したものとみなすことができる。 

さらに、①、⑤、⑦及び⑪の各区分において、それぞれ当該各区分内に掲げる

いずれかの介護サービスに係る講義を修了した者については、⑨及び⑩の、①

及び③の各区分において、それぞれ当該各区分内に掲げるいずれかの介護サー

ビスに係る講義を修了した者については、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の、③及び⑨の各区分において、それぞれ当該各区分内に掲げるいずれかの介
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護サービスに係る講義を修了した者については、複合型サービスの介護サービ

スに係る講義を修了したとみなすことができることに留意する。 

なお、当該調査員について調査員名簿への登録を行う場合は、当該調査員に

対し、調査を行う上で必要な介護サービスの内容等に関する説明会などを実施

することが望ましい。 

また、法第１１５条の３５第３項の規定に基づいて都道府県知事が行う調査

を、調査員により実施させる場合の調査員の身分は、都道府県の職員であり、

法第１１５条の３７第１項の規定に基づいて指定調査機関が行う調査の場合

の調査員の身分は、指定調査機関の職員となり、個人が調査事務を行うことは

想定していない。 

 

〈区 分〉 

① 訪問介護＋介護予防訪問介護＋夜間対応型訪問介護 

② 訪問入浴介護＋介護予防訪問入浴介護 

③ 訪問看護＋介護予防訪問看護 

④ 訪問リハビリテーション＋介護予防訪問リハビリテーション 

⑤ 通所介護＋地域密着型通所介護＋認知症対応型通所介護＋介護予防通所介護＋

介護予防認知症対応型通所介護＋指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基

準第３８条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。） 

⑥ 通所リハビリテーション＋介護予防通所リハビリテーション 

⑦ 特定施設入居者生活介護＋地域密着型特定施設入居者生活介護＋介護予防特定

施設入居者生活介護 
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⑧ 福祉用具貸与＋特定福祉用具販売＋介護予防福祉用具貸与＋特定介護予防福祉

用具販売 

⑨ 小規模多機能型居宅介護＋介護予防小規模多機能型居宅介護 

⑩ 認知症対応型共同生活介護＋介護予防認知症対応型共同生活介護 

⑪ 介護老人福祉施設＋短期入所生活介護＋介護予防短期入所生活介護＋地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護 

⑫ 介護老人保健施設＋短期入所療養介護（介護老人保健施設）＋介護予防短期入

所療養介護（介護老人保健施設） 

⑬ 介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第

８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法第４８条第１項第３号の指

定を受けている介護療養型医療施設をいう。以下同じ。）＋短期入所療養介護（療

養病床を有する病院等）＋介護予防短期入所療養介護（療養病床を有する病院等） 

 

（３）指定調査員養成研修機関 

都道府県知事は、調査員養成研修を自ら実施するほか、当該研修の効率的か

つ円滑な実施に資するため、その指定する者（以下「指定調査員養成研修機関」

という。）に行わせることができるものである。 

指定調査員養成研修機関の指定に当たっては、政令第３７条の７第４項の規

定に基づくとともに、省令第１４０条の５５に規定される調査員養成研修の目

的、内容、介護サービスの種類ごとに厚生労働大臣が定める基準（平成１８年

３月３１日厚生労働省告示第２６７号）を満たす課程等の遵守、適切な講師の
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確保状況等を確認し、適切な法人を指定する必要がある。 

 

Ⅲ 介護サービス情報の公表制度の実施方法等 

１ 情報の公表を行う介護サービスの種類 

情報の公表を行う介護サービスは、省令第１４０条の４３第１項に規定される

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所

リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（省令第１４条第４

号に掲げる診療所に係るものを除く。）、特定施設入居者生活介護（養護老人ホー

ムに係るものを除く。）、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所

介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施

設入居者生活介護（養護老人ホームに係るものを除く。）、地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護、複合型サービス、居宅介護支援、介護福祉施設サービス、

介護保健施設サービス、介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪

問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護（省

令第２２条の１４第４号に掲げる診療所に係るものを除く。）、介護予防特定施設

入居者生活介護（養護老人ホームに係るものを除く。）、介護予防福祉用具貸与、

特定介護予防福祉用具販売、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多

機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護である。また、省令第１

４０条の４３第２項に規定されるとおり、訪問看護、訪問リハビリテーション、

通所リハビリテーション、短期入所療養介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問
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リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション及び介護予防短期入所療

養介護（以下「訪問看護等」という。）のうち、法第７１条第１項本文の規定によ

り居宅サービスに係る法第４１条第１項本文の指定があったものとみなされた病

院等、法第７２条第１項本文の規定により居宅サービスに係る法第４１条第１項

本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設、又は法第１１５条の１

１において準用する法第７１条第１項本文及び法第７２条第１項本文の指定があ

ったものとみなされた病院等若しくは介護老人保健施設であって、指定があった

ものとみなされた日から起算して１年を経過しない者によって行われる訪問看護

等については、法第１１５条の３５第１項の厚生労働省令で定めるサービスとし

ない。 

なお、介護療養型医療施設については、健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定により、旧介護保険法

の規定に基づく省令の規定についても、その効力を有するものであることから、

情報の公表を行う介護サービスとなることに留意すること。 

また、二つ以上のサービスを一体的に運営している場合には、同一事業者によ

る運営であることに鑑み、サービスの内容等の多くが共通しているサービスの報

告については、一体的に報告することができるものとする。この場合のサービス

内容等の多くが共通しているサービスの区分については、次に例を示すが、各都

道府県の実情に応じ適宜定められたい。 

さらに、一体的サービス区分を定めた場合には、例えば、平成１９年度までに

情報の公表の対象となっている各指定居宅サービス、指定居宅介護支援、介護福

祉施設サービス、介護保健施設サービス又は介護療養施設サービスや、小規模多
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機能型居宅介護又は認知症対応型共同生活介護を「主たるサービス」として定め

るなど、事務の効率化を図ることができるものとする。 

 

〈一体的な報告・調査を行うサービス区分例（報告様式）〉 

① 訪問介護（予防を含む）＋夜間対応型訪問介護 

② 訪問入浴介護（予防を含む） 

③ 訪問看護（予防を含む）＋指定療養通所介護 

④ 訪問リハビリテーション（予防を含む） 

⑤ 通所介護（予防を含む）＋地域密着型通所介護＋認知症対応型通所介護（予防

を含む）＋指定療養通所介護 

⑥ 通所リハビリテーション（予防を含む）＋指定療養通所介護 

⑦ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）（予防を含む）＋特定施設入居者生

活介護（有料老人ホーム（外部サービス利用型））（予防を含む）＋地域密着型特

定施設入居者生活介護（有料老人ホーム） 

⑧ 特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）（予防を含む）＋特定施設入居者生

活介護（軽費老人ホーム（外部サービス利用型））（予防を含む）＋地域密着型特

定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム） 

⑨ 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅））（予

防を含む）＋特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向

け住宅（外部サービス利用型）））（予防を含む）＋地域密着型特定施設入居者生

活介護（有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅）） 

⑩ 福祉用具貸与（予防を含む）＋特定福祉用具販売（予防を含む） 
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⑪ 小規模多機能型居宅介護（予防を含む） 

⑫ 認知症対応型共同生活介護（予防を含む） 

⑬ 居宅介護支援 

⑭ 介護老人福祉施設＋短期入所生活介護（予防を含む）＋地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

⑮ 介護老人保健施設＋短期入所療養介護（介護老人保健施設）（予防を含む） 

⑯ 介護療養型医療施設＋短期入所療養介護（療養病床を有する病院等）（予防を含

む） 

 

２ 介護サービス情報の具体的内容 

（１）報告が必須の情報 

法第１１５条の３５第１項の規定に基づいて、省令第１４０条の４５に規定

する別表第１及び別表第２に掲げる項目に関する具体的内容は、それぞれ、別

添１基本情報及び別添２運営情報のとおりとし、別添１基本情報及び別添２運

営情報の記載要領は、別添３のとおりとする。 

 

（２）報告が任意の情報 

法第１１５条の４４に規定する介護サービスの質及び介護サービスに従事

する従業者に関する情報（以下「任意報告情報」という。）については、省令

第１４０条の６２の２に基づき都道府県知事が定めるものであることから、事

業者から報告させることにより、利用者が適切かつ円滑に介護サービスを利用

する機会の確保に資すると判断した情報がある場合に、その情報及び具体的内



15 

 

容について、都道府県の実情に応じて適宜定めるものとする。 

なお、介護サービスの質に関する情報については、事業者の提供しているサ

ービスの質を、客観的に判断することが容易な内容であることが適当であるこ

とから、要介護の改善状況、褥瘡の発生状況、転倒発生の状況や第三者評価の

結果などが情報の内容として考えられる。 

また、介護サービスに従事する従業者に関する情報については、従業者の労

働環境が、介護サービスの提供体制を判断する上で有効であると考えられるこ

とから、離職率、勤務時間（シフト体制等）、賃金体系や有給休暇の取得状況

などが情報の内容として考えられる。 

 

３ 報告に関する計画、調査事務に関する計画及び情報公表事務に関する計画の策

定 

都道府県知事は、毎年、政令第３７条の２第１項の規定に基づく介護サービス

情報の報告に関する計画（以下、「報告計画」という。）を定めなければならない。

また、指定調査機関を指定して調査事務を行わせる場合には、毎年、政令第３７

条の５第１項に規定する調査事務に関する計画（以下、「調査計画」という。）を

定めなければならない。さらに、指定情報公表センターを指定して情報公表事務

を行わせる場合には、毎年、政令第３７条の１１第１項において準用する第３７

条の５第１項に規定する情報公表事務に関する計画（以下、「情報公表計画」とい

う。）を定めなければならない。 

当該報告計画、調査計画及び情報公表計画の策定に当たっては、次によるもの

とする。 



16 

 

（１）各計画策定の目的 

本制度においては、都道府県知事、指定調査機関又は指定情報公表センター

において、各都道府県における全ての公表対象事業者が報告する介護サービス

情報の受理、情報の公表等の事務を、毎年実施するものであり、調査について

は、調査指針により実施するものである。このため、当該事務を効率的かつ円

滑に行う観点から、報告計画、調査計画及び情報公表計画を定めることとされ

たものである。 

 

（２）各計画の策定者 

各計画の策定者は、都道府県知事である。なお、各計画の原案の策定を指定

情報公表センターに行わせることは差し支えない。 

 

（３）各計画の策定方法 

報告計画、調査計画及び情報公表計画は、一体の計画（以下、「計画」とい

う。）として策定して差し支えない。 

 

（４）計画の内容 

計画の内容は、省令第１４０条の４８、第１４０条の５２及び第１４０条の

６０の規定を踏まえ、次のとおりとする。 

ア 計画の基準日 

計画の基準日は、速やかな制度の施行を行う観点から、できる限り早期の

日を定めることが望ましい。 
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イ 計画の期間 

計画の期間は、当該計画が毎年定めるものであることを踏まえ、１年間と

することが望ましい。 

 

ウ 報告の対象となる事業者 

法第１１５条の３５第１項に規定されるとおり、新たに介護サービスの提

供を開始しようとする事業者については、介護サービスの提供を開始しよう

とするときに報告の対象となるとともに、同法同条同項並びに省令第１４０

条の４４第１号に規定されるとおり、計画の基準日前の１年間において、介

護報酬の支払いを受けた金額が１００万円を超える事業者が報告の対象と

なるものである。 

なお、当該介護報酬支払額の把握に当たっては、介護サービス事業者ごと

に、次のような情報を把握して実施することが適当と考えられるので、各都

道府県国民健康保険団体連合会と連携するなどにより、適切に実施されたい。 

ただし、特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売については、基

本的に各都道府県国民健康保険団体連合会において支払い実績額を把握し

ていないことから、その把握については、都道府県の実情等に応じて適切に

実施されたい。 

 

① 介護サービスの種類 

② 介護保険事業所を運営する法人等の名称 
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③ 介護保険事業所番号 

④ 介護サービス事業所の名称 

⑤ 介護サービス事業所の所在地 

⑥ 介護サービス事業所の電話番号、ＦＡＸ番号 

⑦ 介護報酬支払額 

 

エ 報告の提出期限 

事業者ごとに、調査指針等を勘案し、都道府県知事又は指定情報公表セン

ター（以下「指定情報公表センター等」という。）に対する報告の提出期限

を定める。当該提出期限は、計画の基準日以降計画の期間内において、各都

道府県の実情に応じて適宜定めるものとする。 

また、新たに介護サービスの提供を開始しようとする事業者については、

介護サービスの提供を開始しようとするときに報告するものであるが、その

提出期限については、情報公表事務を円滑に行う観点から、介護サービスの

提供を開始する日の２週間前までとする旨を定めることが適当である。 

 

オ 介護サービス情報の報告の受理に関する事項 

事業者ごとの報告の受理の開始時期を定めるものとする。当該開始時期は、

報告の提出期限の２週間前とすることが適当である。 

 

カ 調査の対象事業者及び時期 

調査の対象とする事業者及び調査の時期について、調査指針に基づき、計



19 

 

画の基準日以降計画の期間内において、各都道府県の実情に応じて適宜定め

るものとする。 

なお、Ⅲの１において一体的サービス区分を定めた場合には、主たるサー

ビスの調査をもって他のサービスの調査を行ったものとみなすなど、一体的

に調査することができるものとする。 

また、調査の希望の有無を前もって調査するなど、自ら調査を希望する事

業所が調査を受けることができるよう配慮するものとする。 

 

キ 調査を行う指定調査機関の名称 

事業者に対する調査を行う指定調査機関の名称を記載する。 

 

ク 公表の時期 

情報の公表の実施時期について、計画の基準日以降計画の期間内において、

各都道府県の実情に応じて適宜定めるものとする。 

 

ケ 指定調査機関の指定の審査に関する事項 

公表対象事業者数、調査指針等を勘案し、指定調査機関の指定数等を定め

ることが望ましい。 

 

コ その他都道府県知事が必要と認める事項 

前記アからケ以外の事項についても、都道府県において、個別に必要と認

める事項については、適宜、各都道府県の判断により計画に定めることが適
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当である。 

 

（５）その他計画に定めることが適当な事項 

以下については、必要に応じて、計画に定めることが適当である。 

ア 介護サービス情報の更新の取扱い 

省令別表第１に係る情報の内容に変更があった場合には、事業者の報告に

基づき、速やかに公表すること。 

 

イ 是正命令をうけた事業者に係る介護サービス情報の取扱い 

都道府県知事から、法第１１５条の３５第４項の規定に基づく報告、報告

の内容の是正又は調査を命じられた事業者に係る介護サービス情報につい

ては、都道府県知事の指示により、調査又は公表を行うこと。 

 

（６）計画の通知 

都道府県知事は、指定情報公表センター及び指定調査機関を指定している場

合であって、計画を定めたときは、指定情報公表センター及び指定調査機関に

対して、計画を通知しなければならない。 

 

（７）計画の公表 

都道府県知事は、計画を定めたときは、利用者及び事業者に対して、計画の

内容を周知するため、これを公表しなければならないものである。 

 



21 

 

４ 事業者による報告 

（１）報告する情報の作成時期 

事業者が報告する介護サービス情報は、当該情報の項目ごとに特に時期を定

めるもののほか、事業者ごとの報告の提出期限前のできるだけ直近の情報につ

いて作成するものとする。 

 

（２）報告の時期 

事業者が介護サービス情報を報告する時期は、計画に定められた事業者につ

いては計画に定められた報告の提出期限までに行われるものである。 介護サ

ービスの提供を開始しようとする事業者については、介護サービスの提供を開

始しようとする日までの都道府県において計画に定める提出期限までに行わ

れるものである。 

 

（３）報告の内容 

計画の基準日前の１年間において、介護報酬の支払いを受けた金額が１００

万円を超える事業者については、省令第１４０条の４５の規定及び本通知に基

づき、別添１基本情報及び別添２運営情報を報告することとなる。 

これら基本情報及び運営情報は、原則として、各介護サービス毎に報告する

ものであるが、Ⅲの１において一体的サービス区分を定めた場合は、各区分内

において一体的に運営されているサービスの運営情報については、同一の事業

者による取組であり、基本的に全てのサービスについて共通しているという考

え方を前提として、原則主たるサービスについて報告を行い、その他のサービ
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スについては、主たるサービスの報告をもって報告を行ったものとみなすこと

ができる。 

また、新たに介護サービスの提供を開始しようとする事業者については、別

添１基本情報を報告することとなる。 

 

５ 報告の受理 

指定情報公表センター等は、事業者が報告する介護サービス情報について、報

告内容に記入漏れ等の不備がないこと等を確認して受理するとともに、当該受理

日等について、計画において適切に管理するものとする。 

 

６ 調査事務の実施 

（１）調査事務の目的 

調査事務は、利用者保護等の観点から、都道府県知事又は指定調査機関が、

調査指針に基づき当該情報の根拠となる事実を確認するために行うものであ

る。 

 

（２）介護サービス情報の通知 

指定情報公表センター等は、受理した基本情報及び運営情報について、速や

かに、都道府県知事に確認した上で、調査指針及び調査計画に基づき、調査の

対象となる事業者の基本情報及び運営情報について、調査事務を行う都道府県

知事又は指定調査機関に対して通知するものとする。 
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（３）調査事務の実施時期 

指定調査機関が行う調査事務は、政令第３７条の５に規定されるとおり、調

査計画に従い、調査事務を行わなければならないものである。 

指定調査機関は、適確に調査事務を行う必要があることから、都道府県知事

の指示に基づき、具体的な調査日程、対応者等を定めるものとする。 

 

（４）調査事務の方法 

ア 基本的事項 

（ア）調査の実施者 

調査は、調査員１名以上で行うものとする。 

 

（イ）調査の内容 

調査は、基本情報及び運営情報について、都道府県知事の指示に基づき

行うものとする。 

 

（ウ）調査の方法 

調査は、事業者を訪問し、当該調査に関して事業者を代表する者との面

接調査の方法によって行うものとする。 

なお、省令第１４０条５１の規定に基づき、都道府県知事が、面接調査

以外の方法により適正な調査が実施できると判断した場合には、都道府県

知事が指示する方法によって行うものとする。 

また、Ⅲの１により都道府県知事が一体的調査の区分を定めている場合
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は、その区分内において、一体的に運営されているサービスについて、都

道府県知事の指示により、一体的に調査を実施するものとする。 

 

イ 具体的事項 

（ア）面接調査の方法 

ａ 調査の時点及び期間 

調査の時点は、報告日現在とする。また、過去の実績等の調査対象期間

は、報告された情報の作成日の前一年間とするものとする。 

 

b 基本情報の調査方法に係る共通的事項 

調査は、当該情報の内容が確認できる記録等の書類や事業所内外の目視

等により確認するものとする。 

 

c 運営情報の確認のための材料の調査方法に係る共通的事項 

 

① 調査は、運営情報の確認のための材料のうち、事業者が、当該材料が

ある旨報告した事項について行うものとする。 

 

② 確認のための材料の調査は、事業所が提示する当該材料の事実の有無

を確認するものとする。この場合、調査員は、当該材料の内容に関する

良し悪しの評価、改善指導等を行わないものとする。 
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③ 確認のための材料欄の記述において、「Ａ、Ｂ又はＣ」とある場合は、

Ａ、Ｂ、Ｃのうちいずれか１つが確認できればよいものとし、「Ａ、Ｂ

及びＣ」とある場合は、Ａ、Ｂ、Ｃの全てが確認できなければならない

ものとする。 

 

④ 確認のための材料のうち、利用者ごとの記録等の事実確認に当たって

は、当該記録等の原本を１件確認することで足りるものとする。 

 

⑤ 確認のための材料については、紙、電子媒体等の形式は問わないもの

とする。 

 

⑥ 確認のための材料に記載している「利用者又はその家族」には、その

代理人を含むものとして差し支えないものである。 

 

⑦ 運営情報に予め記載している確認のための材料の名称は、一般的に考

えられるマニュアル、実施記録等の名称を例示するものであり、各事業

者における具体的な確認のための材料の名称は異なって差し支えない

ものである。 

 

⑧ 事業計画等当該公表に係る介護サービス事業所又は施設を運営する法

人全体の方針等に関わる確認のための材料については、介護サービス事

業所又は施設の単独の資料がなくとも、当該事業所又は施設に係る事業
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計画等であることが確認できれば差し支えないものである。 

 

⑨ 会議、研修会等の実施記録の確認に当たっては、少なくとも、当該会

議等の題目、開催日、出席者及び実施内容の概要を確認するものとする。 

 

⑩ 各種研修については、事業者が自ら実施するもの又は外部の研修へ参

加させるものの別を問わないものである。 

 

（イ）調査の終了 

調査の終了時においては、調査結果について、事実誤認がないこと及び

調査結果がそのまま公表されるものであることについて事業者の同意を

得るものとする。 

当該同意をもって、調査が終了するものとする。 

 

（５）調査事務に関する留意点 

本制度における調査は、事業者が自らの責任で公表しようとする情報につい

て、都道府県知事が必要と認める場合に当該情報の事実確認を行うための仕組

みであり、事業者の取組の良し悪しを評価する仕組みではない。 

事業者における日常的な取組の中では、個別の事情に応じた取組が行われて

いるものであり、すなわち、「介護サービス情報の公表」制度において実施さ

れた事実確認をもって評価をするものではない。 

なお、運営情報については、事業者が提示する確認のための材料を１件確認
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するものであり、当該事業者は、当該１件の確認のための材料をもって、当該

１件以外の日常的な取組を説明するという仕組みであることに留意する。 

 

（６）調査結果の報告 

調査員は、調査終了後、都道府県知事が行う調査の場合は都道府県知事に対

して、指定調査機関が行う調査の場合は、指定調査機関に対して、速やかに調

査結果を提出するものとする。また、調査員は調査結果を個々に保有しないも

のとする。 

調査を行った都道府県知事又は指定調査機関は、情報の公表を行う指定情報

公表センター等に対して、当該調査結果の報告を行う。 

 

７ 情報の公表 

（１）手続き 

指定情報公表センター等は、計画に基づき、事業者ごとの基本情報及び運営

情報を公表する。また、調査を実施した場合には、当該調査結果について公表

する。 

 

（２）公表の方法等 

指定情報公表センター等が行う情報の公表方法は、次によるものとする。 

ア インターネットによる公表 

指定情報公表センター等は、都道府県内の公表対象事業者の介護サービス

情報を公平に公表するとともに、極めて多くの事業者の情報の中から、利用
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者が必要な情報を抽出し、適切に比較検討することを支援するため、インタ

ーネットによる公表を行うものとする。 

また、指定情報公表センター等は、インターネットによる公表情報が適切

に要介護高齢者等である利用者に伝わるよう、利用者の家族、地域、市町村

（保険者）、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等に対する本制度

の活用についての普及啓発に努めるものとする。 

 

イ その他の公表方法 

指定情報公表センター等は、利用者等からの要請に応じて、紙媒体による

情報提供、閲覧等についても行うものとする。 

 

ウ 事業者による公表 

事業者は、公表する介護サービス情報について、介護サービス事業所又は

施設の見やすい場所に掲示するなど、利用者等への情報提供に努めるものと

する。 

また、利用者等が希望する場合は、事業者は、利用者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項を記した文書に、公表する介護サービス情報を

添付することが望ましい。 

 

８ 任意報告情報の公表等 

都道府県知事が定めた任意報告情報について、事業者から提供を受けた場合は、

法第１１５条の４４の規定に基づき公表を行うよう配慮するものであることから、
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事業者からの提供を推進する観点からも、積極的に公表することが望ましい。 

なお、任意報告情報についても、調査指針に基づく調査の対象とすることが望

ましい。 

 

９ 苦情等の対応 

（１）苦情等対応窓口の公表 

都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、あらかじめ、利

用者、事業者等からの苦情等に対応する窓口、担当者等を定め、公表するもの

とする。 

 

（２）苦情等の対応の方法 

ア 公表情報に関する利用者からの苦情等への対応 

（ア）総合的な窓口 

指定情報公表センター等は、事業者から報告された介護サービス情報を

公表することから、指定情報公表センター等に、当該公表情報に関する利

用者からの苦情等の対応の総合的な窓口を設ける必要がある。 

 

（イ）基本的な対応 

公表されている情報（以下「公表情報」という。）に関する利用者から

の苦情等については、指定情報公表センター等が自ら又は指定調査機関を

通じて事業者に対する照会等を行い、適切な説明が得られた場合は、事業

者又は指定情報公表センター等から利用者に対する説明を行うことが適
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当である。また、この場合、公表情報の訂正が必要な場合は、事業者から

公表情報の訂正の報告を受けて、速やかに訂正するものとする。 

適切な説明が得られなかった場合は、指定情報公表センターは都道府県

知事に報告し、都道府県知事が、介護保険法第１１５条の３５第４項の規

定に基づく報告の内容の是正命令等の対応について検討することが適当

である。 

 

（ウ）苦情等に関する対応経過の記録等 

都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、それぞれ、

苦情等に関する対応の経過を記録するものとする。 

また、都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、苦情

等に関する対応経過の記録について、個人を特定できる情報を消除した上

で、相互に必要な情報を共有することが適当である。 

 

イ 調査結果について事業者の同意が得られない場合 

（ア）基本的な対応 

調査員は、調査結果について事業者の同意が得られない場合は、都道府

県又は指定調査機関に持ち帰り、協議するものとする。 

都道府県知事又は指定調査機関は、事業者に対する照会等を行い、事業

者の同意を得た上で、確定するものとする。また、照会等に当たっては、

必要に応じて、事業者の同意を得た上で、確認のための材料の写等必要な

書類の貸し出し等を受け、判断するものとする。 
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（イ）指定調査機関において判断できない場合 

指定調査機関において判断できない場合は、指定調査機関から都道府県

知事又は指定情報公表センターに協議し、再度、同様の対応を行うことも

可能である。 

 

（ウ）同意を得ることが困難な場合 

（ア）及び（イ）の対応において同意を得ることが困難な場合は、指定

調査機関及び指定情報公表センターは都道府県知事に対して経過等必要

な情報を報告し、都道府県知事が、法第１１５条の３５第４項の規定に基

づく報告の内容の是正命令等の対応について検討することが適当である。 

 

（エ）対応経過の記録等 

都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、それぞれ、

当該対応の経過を記録するものとする。 

また、都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、当該

対応経過の記録について、個人を特定できる情報を消除した上で、相互に

必要な情報を共有することが適当である。 

 

ウ 事業者からの苦情等への対応 

（ア）基本的な対応 

事業者からの苦情等については、都道府県知事、指定情報公表センター
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又は指定調査機関が、適宜適切な対応を行うものとする。 

 

（イ）苦情等に関する対応経過の記録等 

都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、それぞれ、

苦情等に関する対応の経過を記録するものとする。 

また、都道府県知事、指定情報公表センター及び指定調査機関は、苦情

等に関する対応経過の記録について、個人を特定できる情報を消除した上

で、相互に必要な情報を共有することが適当である。 

 

１０ その他 

運営情報における短期入所療養介護（介護老人保健施設）及び介護予防短期入

所療養介護（介護老人保健施設）の協力病院及び協力医療機関との連携の項目の

取扱いについて 

省令別表第二第一の項第五号ト（１）において、短期入所療養介護（介護老

人保健施設）及び介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設）における協

力病院及び協力歯科医療機関との連携の状況の根拠法令として介護老人保健施

設基準第三十条第一項を引用しているのは、介護老人保健施設と一体的に運営

している短期入所療養介護及び介護予防短期入所療養介護においては、介護老

人保健施設と同様に協力病院及び協力医療機関との連携があるものと考えたも

のであり、短期入所療養介護（介護老人保健施設）及び介護予防短期入所療養

介護（介護老人保健施設）について、新たに協力病院及び協力医療機関との連

携を図る旨の基準を規定するものではないことに留意されたい。 
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Ⅳ 地域包括支援センター及び生活支援等に関する情報公表 

地域包括ケアシステムを構築する観点から、高齢者が住み慣れた地域生活を継続

するために有益である地域包括支援センター及び配食や見守り等の生活支援等サー

ビスに関する情報については、介護サービス情報と同様に、既に全国に定着してい

る「介護サービス情報の公表」制度を活用し、介護サービス情報と一体的に集約し

た上で、広く情報発信していくことが必要である。 

このため、これらの情報を広く高齢者及びその家族等が知ることができるよう、

法第１１５条の４６第１０項の規定により、市町村は、地域包括支援センターに関

する情報を公表するよう努めなければならないこととしている。 

また、地域支援事業として生活支援体制整備事業が設けられていることも踏まえ、

市町村がより積極的に生活支援等に関する情報を把握し、周知していくべきである

ことから、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１２条の３の規定により、

市町村は、生活支援等を行う者から提供を受けた生活支援等に関する情報の公表を

行うよう努めなければならないこととしている。 

 

１ 地域包括支援センターに関する情報公表 

（１）地域包括支援センターの事業の内容及び運営に関する情報を公表するとき 

法第１１５条の４６第１０項及び省令第１４０条の６６の２の規定に基づ

き、市町村は、地域包括支援センターの事業の内容及び運営に関する情報を 

① 地域包括支援センターを設置するとき 

② おおむね年１回、市町村が適当と認めるとき 

に公表又は更新するよう努めることとし、情報に変更がない場合は更新を不要



34 

 

とする。 

なお、市町村担当者による公表を基本とするが、具体的な入力等の作業につ

いては、地域包括支援センターでも行うことができることとする。 

 

（２）地域包括支援センターの事業の内容及び運営に関する情報の公表内容 

法第１１５条の４６第１０項に基づいて公表する地域包括支援センターの

事業の内容及び運営に関する情報の内容は、省令第１４０条の６６の３に規定

しており、具体的には、次に掲げるとおり、地域包括支援センターを利用する

際の基礎的な情報及び活動実績であり、地域の実情に応じて市町村が追加する

ことができるものである。具体的内容は、別添４のとおりとする。 

 

① 名称及び所在地 

② 法第１１５条の４７第１項の委託を受けた者である場合はその名称 

③ 営業日及び営業時間 

④ 担当する区域 

⑤ 職員の職種及び員数 

⑥ 事業の内容及び活動実績 

⑦ その他市町村が必要と認める事項 

 

２ 生活支援等に関する情報公表 

（１）情報公表の対象となる生活支援等サービス 

情報公表の対象となる配食や見守り等の生活支援等サービスは、次のとおり
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である。 

なお、この生活支援等サービスは、例えば、スーパーマーケット等による食

材配達、家政婦紹介所等を通じた家事援助サービス、コンビニエンスストア等

による配食、新聞販売所等による見守り等、介護保険外サービスが含まれるほ

か、介護予防・日常生活支援総合事業（法第１１５条の４５第１項に規定する

介護予防・日常生活支援総合事業をいう。）の訪問型、通所型サービス等も含

まれる。 

 

対象サービス 内容 

見守り・安否確認 地域の自治会や町内会、民間事業者等による高齢者の

安否確認や見守りを家事支援等と共に行うサービスで

ある。また、安否確認には緊急時に通報できるサービス

も含まれる。 

配食（＋見守り・安否

確認） 

配食だけでなく、訪問時に安否確認や見守りも兼ねた

サービスである。 

家事援助 買物や掃除、調理、洗濯等の日常生活で必要な家事を

支援するサービスである。 

交流の場・通いの場 住民やNPO団体等様々な主体によるミニデイサービス

やコミュニティサロン等の交流の場、運動・栄養・口腔

ケア等の専門職が関与する教室を開催しているサービ

スである。 



36 

 

介護者支援 介護をしている家族の集いや介護サービスを利用し

ている方の状態維持・改善に向けた知識・技術の教室等

であり、介護をする方を支援するサービスである。 

外出支援 通院や買い物等が一人では困難な方へ移動支援を行

うサービスである。 

多機能型拠点 スーパーやコンビニ、飲食店等に介護の相談窓口、サ

ロンや体操教室等多様なサービスを組み合わせたサー

ビスである。 

その他市町村が適当

と認めるサービス 

上記には該当しないサービスである。 

 

（２）生活支援等に関する情報を公表するとき 

市町村は、生活支援等サービスを提供する事業者から得た情報を、その判断

により随時公表することとする。 

なお、市町村担当者による公表を基本とするが、具体的な入力等の作業につ

いては、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）でも行うことがで

きることとする。 

 

（３）生活支援等に関する情報の公表内容 

老人福祉法第１２条の３の規定に基づいて公表する生活支援等に関する情

報の内容は、老人福祉法施行規則（昭和３８年厚生省令第２８号）第１条の８

の２に規定しており、具体的には、次に掲げるとおり、生活支援等サービスを
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利用する上で、基礎的な情報であり、地域の実情に応じて市町村が追加できる

ものである。具体的内容は、上記（１）に掲げる生活支援等サービスごとにそ

れぞれ、別添５のとおりとする。 

① 生活支援等を行う活動主体の名称及びその所在地 

② 生活支援等の実施日及び実施時間 

③ 生活支援等を実施する区域 

④ 生活支援等の内容及び利用料等、その他市町村が必要と認める情報 

 


